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第２期伊東市子ども・子育て支援事業計画に関する中間年の見直しについて  

 

１ 見直しの趣旨 

一人ひとりの子どもが健やかに成長することができる社会の実現を目指して、令和２年３月

に策定した「第２期伊東市子ども・子育て支援事業計画」（令和２～６年度）について、今回、

国の基本指針に基づき、中間年における見直しを行いました。 令和５年度以降の計画の見直し

については、幼稚園や保育園、放課後児童クラブ等を利用する子どもの数の実績値を把握し、

計画値とニーズ量（需要）が 10％以上の乖離がある場合、 今後のニーズ量（需要）を算出し、

必要に応じて提供体制等の見直しを行うものであり、伊東市子ども・子育て会議の審議を経て

作成しました。  

 

２ 見直しの考え方について 

「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等に関する中間年の見直しのための考え方につい

て」（令和４年３月１８日内閣府事務連絡）に基づく見直しの考え方は次のとおりです。 

 

⑴ 教育・保育給付（幼稚園・保育園・認定こども園など）について 

   令和３年４月１日時点の認定区分ごとの子どもの人数の実績値が、計画における量の

見込みと比較して 10％以上の乖離がある場合。 

   
 

           ≦90％ 又は         ≧110％ 

 

乖離が生じた場合は要因がいずれにあるのかを分析し、量の見込みを再計算（補正）する。 

〇推計児童数      〇増減事由の把握（社会増減か自然増減か） 
〇教育・保育ニーズ   〇女性の就業率の動向 など 

 
※形式的に上記の基準はあるものの、見直しの要否については、市町村の事情を踏まえて

検討すること。 

 

⑵ 地域子ども・子育て支援事業（放課後児童クラブ、一時預かり事業等）について 

   教育・保育の「量の見込み」の見直しに併せて、各事業の実施状況や利用状況等に照らし、

必要がある場合。 

 

※なお、⑴、⑵のいずれも実績値の乖離の原因が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

よるものである場合には、令和５年度以降に見直しを行うことや「量の見込み」の補正

を実施するにあたり、当該影響を十分に留意した上で補正すること。 

 

実績値 

量の見込み  
実績値 

量の見込み 
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３ 中間見直しの内容 

前項の基準を踏まえ、本計画の見直しの範囲は次のとおりとしました。 

 

＜見直しの範囲＞ 

計画書 ページ 

第４章 教育・保育施設の充実 

 

１量の見込み 

２提供体制の確保と実施時期 

P19～P21 

第５章 地域子ども・子育て支援事業

の充実 

１地域子ども・子育て支援事業

の需要量及び確保の方策 

P26～P35 

※上記見直し箇所以外は、令和２年３月策定の「第２期伊東市子ども・子育て支援事業計画」

を引き継ぎます。 
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１ 量の見込み 

本計画の作成時期における教育・保育の利用状況及びニーズ調査により把握した利 

１ 量の見込み 及び ２ 提供体制の確保と実施時期 

（１）1 号認定（3 歳以上、幼稚園を利用希望・幼児期の学校教育の利用希望が強い者を含む。） 
 

年齢 ３～５歳 

利用施設 幼稚園（新制度、新制度未移行）、認定こども園 

保育の必要性 幼児期の学校教育（保育を必要としない子ども） 

 

 

ア 現行計画                           単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数（＝園児数） ４７８ ４７５ ４４７ ４１６ ３９９ 

確保の内容（＝定員合計） ６９１ ７１３ ７１３ ７１３ ７１３ 

 特定教育・保育施設 ６９１ ７１３ ７１３ ７１３ ７１３ 

確認を受けない幼稚園 ０ ０ ０ ０ ０ 

過不足 ２１３ ２３８ ２６６ ２９７ ３１４ 

 
 

見直し必要 

 
イ 実績値及び推計値                       単位：人 

 
実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数（＝園児数） ４８１ ４０９ ３５２ ３２１ ２９３ 

確保の内容（＝定員合計） ５７６ ５９８ ５９８ ５７３ ５７３ 

 特定教育・保育施設 ５７６ ５９８ ５９８ ５７３ ５７３ 

確認を受けない幼稚園 ０ ０ ０ ０ ０ 

過不足 ９５ １８９ ２４６ ２５２ ２８０ 

※実績値は 10月 1 日現在 
 

【提供体制見直しの考え方】 

少子化の進行に伴って量の見込み（必要利用定員総数）は計画値を大きく下回っている

が、それに伴って幼稚園の休園を進めることで確保方策（確保内容）の調整を図ってきた

ため、令和４年度時点で過不足値は計画に近い数値となっています。 

令和５・６年度の見直しに当たっては、出生数と幼稚園への入園率等を踏まえた見込み

園児数（推計値）で補正します。 

 

 

 

 

第４章 教育・保育施設の充実 
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（２）2 号認定（3 歳以上、保育所を利用希望・幼児期の学校教育の利用希望が強い者を含まない。） 
 

年齢 ３～５歳 

利用施設 認可保育所、幼稚園と預かり保育の併用、認定こども園 

保育の必要性 保育を必要とする子ども（保育認定） 
 

 

ア 現行計画                          単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数 ５３０ ５１５ ５１６ ４８０ ４６１ 

確保の内容 ５３７ ５３７ ５３７ ５３７ ５３７ 

 特定教育・保育施設 ５３７ ５３７ ５３７ ５３７ ５３７ 

地域型保育事業 ０ ０ ０ ０ ０ 

認可外保育施設 ０ ０ ０ ０ ０ 

企業主導型保育事業所 ０ ０ ０ ０ ０ 

過不足 ７ ２２ ２１ ５７ ７６ 

 
 

見直し不要 

 
 
イ 実績値及び推計値                      単位：人 

 実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数 ５３５ ５１８ ５２５ ４８０ ４６１ 

確保の内容 ５２７ ５２３ ５３７ ５３７ ５３７ 

 特定教育・保育施設 ５２７ ５２３ ５３７ ５３７ ５３７ 

地域型保育事業 ０ ０ ０ ０ ０ 

認可外保育施設 ０ ０ ０ ０ ０ 

企業主導型保育事業所 ０ ０ ０ ０ ０ 

過不足 △８ ５ １２ ５７ ７６ 

※実績値は 10月 1 日現在 
 

【提供体制見直しの考え方】 

概ね計画どおりの実績となっており、必要利用定員（ニーズ）と、その受け皿である確

保方策との乖離はそれほど大きくなく、今後２年間も同様の推移でいくことが見込まれる

ことから、令和５・６年度の見直しを行いません。 
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（３）３号認定（0 歳、保育所を利用希望）  

ア 現行計画                           単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数 １０４ １００ ９５ ９５ ９０ 

確保の内容 １０４ １０４ １０４ １０４ １０４ 

 特定教育・保育施設 ８９ ８９ ８９ ８９ ８９ 

地域型保育事業 １５ １５ １５ １５ １５ 

認可外保育施設 ０ ０ ０ ０ ０ 

企業主導型保育事業所 ０ ０ ０ ０ ０ 

過不足 ０ ４ ９ ９ １４ 

 
 

見直し不要 

 
 
イ 実績値及び推計値                      単位：人 

 実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数 ９２ ８６ １０２ ９５ ９０ 

確保の内容 ９２ ８８ １０４ １０４ １０４ 

 特定教育・保育施設 ７９ ７６ ８９ ８９ ８９ 

地域型保育事業 １３ １２ １５ １５ １５ 

認可外保育施設 ０ ０ ０ ０ ０ 

企業主導型保育事業所 ０ ０ ０ ０ ０ 

過不足 ０ ２ ２ ９ １４ 

※実績値は 10月 1 日現在 
 

【提供体制見直しの考え方】 

少子化により出生数は減少しているが、０歳児保育の量の見込みについては、育児休業

の取得状況や、年度当初から年度末にかけて、出生に伴い段階的に利用数が増加すること

を踏まえ、適切に量を見込む必要があります。令和３年度の実績値による比較は９０％を

下回りますが、保育ニーズは年によってばらつきがあることから、今後２年間の下方修正

は不要とし、令和５・６年度の見直しを行いません。 
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（４）３号認定（1・2 歳、保育所を利用希望） 

ア 現行計画                          単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数 ３１２ ２９６ ２９０ ２８９ ２６１ 

確保の内容 ３１８ ３１８ ３１８ ３１６ ３１２ 

 特定教育・保育施設 ２７２ ２７２ ２７２ ２７２ ２７２ 

地域型保育事業 ４０ ４０ ４０ ４０ ４０ 

認可外保育施設 ３ ３ ３ ２ ０ 

企業主導型保育事業所 ３ ３ ３ ２ ０ 

過不足 ６ ２２ ２８ ２７ ５１ 

 
 

見直し不要 

 
 
イ 実績値及び推計値                      単位：人 

 実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

必要利用定員総数 ３１１ ３１３ ２８８ ２８９ ２６１ 

確保の内容 ３０４ ３０６ ３１８ ３１６ ３１２ 

 特定教育・保育施設 ２６４ ２６５ ２７２ ２７２ ２７２ 

地域型保育事業 ３６ ３７ ４０ ４０ ４０ 

認可外保育施設 ２ ２ ３ ２ ０ 

企業主導型保育事業所 ２ ２ ３ ２ ０ 

過不足 △７ △７ ３０ ２７ ５１ 

※実績値は 10月 1 日現在 
 

 

【提供体制見直しの考え方】 

概ね計画どおりの実績となっており、必要利用定員（ニーズ）と、その受け皿である確

保方策との乖離はそれほど大きくなく、今後２年間も同様の推移でいくことが見込まれる

ことから、令和５・６年度の見直しを行いません。 
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１ 地域子ども・子育て支援事業の需要量及び確保の方策 

 
＜見直す事業 ２事業＞  

（１）放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）  
主に保護者が就労等により昼間は家庭にいない小学生に、授業の終了後に適切な

遊び及び生活の場を与えて、児童の健全育成を図る事業です。 

[対象年齢] 就学児（6～11 歳） 

[実施箇所] ９か所 ※東・西・旭小学校の統合に伴い、令和５年度からは７か所となります。 

ア 現行計画（市全体）                     単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

量の見込み（1 年生） １２４ １１７ １０４ １０６ ９３ 

（2 年生） ９２ １０１ ９７ ８４ ８５ 

（3 年生） １１１ ９１ １０１ ９５ ８２ 

（4 年生） ６７ ６７ ６２ ６６ ６２ 

（5 年生） ３６ ３６ ３９ ３３ ３５ 

（6 年生） １８ １７ ２０ ２０ １７ 

量の見込み合計 ４４８ ４２９ ４２３ ４０４ ３７４ 

確保の方策 ４６５ ４５５ ４４７ ４２７ ４２２ 

個所数 ８ ９ ９ ７ ７ 

 
 

見直し必要 

イ 実績値及び推計値                      単位：人 

 実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

量の見込み（1 年生） １３７ １２８ １２０ １２５ １１２ 

（2 年生） １０１ １２６ １１３ １０５ １１０ 

（3 年生） ９４ ８３ １０６ ９５ ８４ 

（4 年生） ５９ ４７ ５０ ５４ ５２ 

（5 年生） ４６ ３８ ３２ ３４ ３９ 

（6 年生） １５ １８ ２０ ２２ １９ 

量の見込み合計 ４５２ ４４０ ４４１ ４３５ ４１６ 

確保の方策 ４６５ ５０５ ４６５ ４６６ ４６６ 

個所数 ８ ９ ９ ７ ７ 

 

【提供体制見直しの考え方】 

当初の計画では、児童数の減少に伴い利用希望者数も減少に転じる見込みとしていたが、

主に女性就業率の上昇による要因から、低学年～中学年の保育ニーズが見込みよりも増加

傾向にあり、令和５・６年度は、児童数に利用率が 1.1％ずつ増加することを見込んで量の

見込みを算出しました。学校の統廃合や新クラブの整備により、学年ごとの量の見込みの

人数を変更し、それに対応した確保方策の人数に変更します。 

第５章 地域子ども・子育て支援事業の充実 
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（２）一時預かり事業 
 

保護者のパートタイム就労、育児疲れ等への対応、疾病・出産等により保育が一
時的に困難となった乳児又は幼児について、保育所等において、一時的に子どもの
預かり保育を行う事業です。 

[対象年齢] ①幼稚園型（幼稚園在園児対象） ３～５歳 

②幼稚園型以外（保育園等で実施の未就園児） ０～５歳 

 [実施箇所] ①幼稚園型 ７か所（公立幼稚園５園・私立幼稚園１園・認定こども園１園）

②幼稚園型以外 ３か所（公立保育園２園・私立保育園１園） 

① 幼稚園型（在園児対象型） 

ア 現行計画                           単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

量の見込み合計 13,657 12,510 11,763 10,949 10,522 

 幼稚園の在園児を対象とした一
時預かり（1号認定見込み） 

8,407 7,260 6,513 6,749 6,322 

幼稚園の在園児を対象とした一

時預かり（2号認定見込み） 
5,250 5,250 5,250 4,200 4,200 

確保の方策 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

 
 

見直し必要 

 
 

イ 実績値及び推計値                       単位：人 
 実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

量の見込み合計 13,848 13,938 14,141 13,976 13,976 

 幼稚園の在園児を対象とした一
時預かり（1号認定見込み） 

3,497 3,395 4,622 3,838 3,838 

幼稚園の在園児を対象とした一

時預かり（2号認定見込み） 
10,351 10,543 9,519 10,138 10,138 

確保の方策 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 

 

 

【提供体制見直しの考え方】 

働き方の多様化により、２号認定を受けて幼稚園に通う園児の一時預かり保育の利用者

が計画をはるかに上回る形で増えています。３か年の利用実績を基に、令和５・６年度は

利用見込み園児数で補正するとともに、長期休業期間中の預かり保育実施日及び実施時間

の延長等により、見込み量の受け皿を確保します。 
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②保育園等における幼稚園型以外（未就園児利用型） 

ア 現行計画                          単位：人 

 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

量の見込み 1,600 1,550 1,500 1,450 1,400 

確保の方策 2,400 2,400 2,400 2,400 2,400 

 
 

見直し不要 

 
 

イ 実績値及び推計値                      単位：人 

 実績値 推計値 

R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

利用者数 925 721 900 1,450 1,400 

 

 

【提供体制見直しの考え方】 

新型コロナウイルス感染症の拡大以前は保育ニーズが高いことから、本来の実績値の把

握が困難であるため、令和５・６年度は見直しを行いません。 

 

 

 

＜見直さない事業 ９事業＞ 

当初事業計画の見込み量で推移する対象事業 
 
ア 利用者支援事業 
イ 時間外保育事業（延長保育・休日保育） 
ウ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 
エ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 
オ 養育支援訪問事業 
カ 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 
キ 病児保育事業（病児対応型保育・体調不良時対応型保育） 
ク 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 
ケ 妊婦健康診査事業 

 

 

 

 

 

 

 

 


